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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第１四半期連結
累計期間

第46期
第１四半期連結
累計期間

第45期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 1,606,2921,225,3966,542,886

経常利益（千円） 72,472 46,482 294,785

四半期（当期）純利益（千円） 38,085 30,344 159,609

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
38,085 30,344 159,609

純資産額（千円） 2,447,5012,551,0782,569,025

総資産額（千円） 6,584,8966,225,9886,365,375

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
7.88 6.28 33.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 37.2 41.0 40.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△142,726 330,204 135,124

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,026 △2,507 1,361

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△34,442△184,993△258,643

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
762,374 961,115 818,413

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第45期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

 2/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。
　
(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日～平成23年６月30日）におけるわが国の経済環境は、本年３月に

発生した東日本大震災の影響により大幅に落ち込んだ生産活動は上向いてきていますが、雇用環境は依然厳しく、

所得の伸び悩みにより個人消費の回復テンポも緩やかな状況で推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループにおいて中核事業である自動車販売関連事業が属する自動車販売業界で

は、前述の東日本大震災の影響により一時メーカーの車両生産及び出荷が停止しました。その後生産を再開したも

のの、部品供給等の問題から工場の稼働率が通常の半分程度で推移したため、車両生産台数が大幅に落ち込んだこ

とから、販売台数は大幅に落ち込みました。当第１四半期連結累計期間の国内新車販売台数は774,861台（登録車

（普通自動車）・届出車（軽自動車）の合計。前年同四半期比33.1％減）となりました。

また、車種別で見ますと、減税対象車であるハイブリッド車（フィットハイブリット、プリウス等）、コンパクト

カー（フィット、ヴィッツ等）、ミニバン（ステップワゴン、セレナ等）及び低燃費で車両維持コストが安い軽自動

車（ワゴンＲ、タント等）が販売の上位を占めております。

セグメント毎の業績は、次のとおりであります。

新車販売につきましては、前述の東日本大震災の影響によりメーカーの車両生産が大幅に落ち込み、第１四半期

累計期間に受注した車両の納期が軒並み７月以降となったため、実質的には在庫車のみの販売という形態になった

ことから、販売台数は大幅に落ち込みました。その結果、販売台数は299台（前年同四半期比43.0％減）となりまし

た。車検・12か月点検など整備業務を行うサービス売上は前年同四半期とほぼ同額でしたが、販売の減少に伴い登

録受取手数料等の手数料収入は減少しました。売上高は９億14百万円（前年同四半期比32.8％減）となりました。

中古車販売につきましては、車両生産の大幅な落ち込みにより新車の納期がみえないなか、すぐに乗れる自動車

を探される顧客層を取り込み、オークションからの外部仕入等車両の確保にも注力しました。その結果、販売台数は

405台（前年同四半期比11.0％増。内訳：小売台数223台（前年同四半期比13.8％増）、卸売台数182台（前年同四半

期比7.7％増）となりました。車検・12か月点検など整備業務を行うサービス売上は減少しましたが、小売販売の増

加に伴い登録受取手数料等の手数料収入は増加しました。売上高は２億89百万円（前年同四半期比23.0％増）とな

りました。

その他につきましては、生命保険・損害保険代理店業関連事業では保険契約件数の増加により、保険取扱手数料

が増加したことから売上高は20百万円（前年同四半期比105.2％増）となりました。

以上の結果、当社グループの売上高は12億25百万円（前年同四半期比23.7％減）となりました。

また、損益につきましては、営業利益は48百万円（前年同四半期比35.7％減）、経常利益は46百万円（前年同四半

期比35.9％減）、四半期純利益は30百万円（前年同四半期比20.3％減）となりました。これは、中古車販売及び生命

保険・損害保険代理店業関連事業では売上高が増加し、グループ全体での販売費及び一般管理費等の経費は前年同

四半期を下回ったものの、全体に占める割合が大きい新車販売の売上高の減少をカバーするには至らず、営業利益、

経常利益及び四半期純利益はいずれも減少となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ１億42百万円増加し、当四半期連結会計期間末には９億61百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は３億30百万円（前年同四半期は１億42百万

円の使用）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益56百万円から主に減価償却20百万円、賞与引当金

の増加19百万円、売上債権の減少１億41百万円、その他資産の減少１億31百万円及び法人税等支払額43百万円等を

調整したものです。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は２百万円（前年同四半期は１百万円の使

用）となりました。これは主に固定資産の取得による支出５百万円、貸付金の回収による収入２百万円によるもの

です。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は１億84百万円（前年同四半期は34百万円の

使用）となりました。これは借入金の返済による支出１億36百万円、配当金の支払による支出48百万円によるもの

です。
　
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,920,000

計 16,920,000

　
②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月８日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 4,830,000 4,830,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,830,000 4,830,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 4,830,000 － 210,300 － 199,711

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
　

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,828,000 4,828
単元株式数

1,000株

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数 　 4,830,000 － －

総株主の議決権 － 4,828 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式800株が含まれております。
　

②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、公認会計士山本英男氏並びに公認会計士小林祥郎氏による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 818,413 961,115

受取手形及び売掛金 ※2
 2,370,710

※2
 2,236,286

商品及び製品 281,330 286,032

その他 143,314 151,474

流動資産合計 3,613,769 3,634,909

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 353,435 345,903

機械装置及び運搬具（純額） 123,372 111,959

土地 1,689,171 1,689,171

その他（純額） 9,069 8,073

有形固定資産合計 2,175,049 2,155,108

無形固定資産 12,265 11,674

投資その他の資産 ※1
 552,780

※1
 414,224

固定資産合計 2,740,095 2,581,006

繰延資産 11,510 10,071

資産合計 6,365,375 6,225,988

負債の部

流動負債

買掛金 298,549 307,754

短期借入金 2,588,862 2,455,731

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 14,280 14,280

未払法人税等 43,907 30,132

引当金 42,048 61,073

その他 297,263 460,504

流動負債合計 3,314,912 3,359,476

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 46,450 42,880

役員退職慰労引当金 208,169 －

その他 196,817 242,552

固定負債合計 481,436 315,432

負債合計 3,796,349 3,674,909

純資産の部

株主資本

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 2,159,339 2,141,392

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,569,025 2,551,078

純資産合計 2,569,025 2,551,078

負債純資産合計 6,365,375 6,225,988
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 1,606,292 1,225,396

売上原価 1,236,229 893,817

売上総利益 370,063 331,578

販売費及び一般管理費 294,401 282,887

営業利益 75,661 48,690

営業外収益

受取利息 586 564

受取手数料 1,711 3,609

受取保険金 1,828 －

その他 433 765

営業外収益合計 4,560 4,939

営業外費用

支払利息 6,147 5,237

開業費償却 1,438 1,438

その他 162 471

営業外費用合計 7,749 7,147

経常利益 72,472 46,482

特別利益

保険解約返戻金 － 9,743

特別利益合計 － 9,743

特別損失

固定資産処分損 12 －

特別損失合計 12 －

税金等調整前四半期純利益 72,460 56,225

法人税等 34,375 25,880

少数株主損益調整前四半期純利益 38,085 30,344

四半期純利益 38,085 30,344
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 38,085 30,344

四半期包括利益 38,085 30,344

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 38,085 30,344

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 72,460 56,225

減価償却費 24,911 20,664

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,406 19,024

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,147 2,147

受取利息及び受取配当金 △586 △564

支払利息 6,150 5,237

固定資産処分損益（△は益） 12 －

売上債権の増減額（△は増加） △11,893 141,722

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,482 △4,557

仕入債務の増減額（△は減少） △116,557 9,204

開業費償却額 1,438 1,438

差入保証金償却額 1,599 1,599

その他の資産の増減額（△は増加） △8,594 131,052

その他の負債の増減額（△は減少） △17,016 △3,802

小計 △18,038 379,393

利息及び配当金の受取額 － 15

利息の支払額 △6,129 △5,297

法人税等の支払額 △118,558 △43,907

営業活動によるキャッシュ・フロー △142,726 330,204

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,722 △5,070

貸付金の回収による収入 2,682 2,682

差入保証金の差入による支出 － △130

差入保証金の回収による収入 14 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,026 △2,507

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 21,019 △133,131

長期借入金の返済による支出 △7,170 △3,570

配当金の支払額 △48,292 △48,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △34,442 △184,993

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △178,195 142,702

現金及び現金同等物の期首残高 940,570 818,413

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 762,374

※
 961,115
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 4,902千円 投資その他の資産 4,902千円

※２　割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレー

ションに集金業務を委託するとともに、同社による支

払保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,281,862千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、485,367千円について

は、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に対

して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支払い

を再保証しています。

※２　割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレー

ションに集金業務を委託するとともに、同社による支

払保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,148,731千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、443,739千円について

は、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に対

して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支払い

を再保証しています。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在） （平成23年６月30日現在）

　 （千円）

現金及び預金勘定 762,374

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 762,374

　

　 （千円）

現金及び預金勘定 961,115

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 961,115
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日

定時株主総会
普通株式 48,292 10平成22年３月31日平成22年６月29日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日

定時株主総会
普通株式 48,292 10平成23年３月31日平成23年６月28日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント その他

（注）
合計

新車販売 中古車販売 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,360,435235,6461,596,08110,2111,606,292
セグメント間の内部売上高又は
振替高

45,233 132 45,366 － 45,366

計 1,405,669235,7781,641,44710,2111,651,658

セグメント利益又は損失 100,09021,421121,512△8,366 113,145

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店

業関連事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 121,512

「その他」の区分の損失 △8,366

全社費用（注） △37,484

四半期連結損益計算書の営業利益 75,661

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント その他

（注）
合計

新車販売 中古車販売 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 914,673289,7671,204,44120,9541,225,396
セグメント間の内部売上高又は
振替高

34,989 － 34,989 － 34,989

計 949,663289,7671,239,43020,9541,260,385

セグメント利益 57,121 26,148 83,270 1,914 85,184

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店

業関連事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 83,270

「その他」の区分の利益 1,914

全社費用（注） △36,493

四半期連結損益計算書の営業利益 48,690

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7円88銭 6円28銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 38,085 30,344

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 38,085 30,344

普通株式の期中平均株式数（株） 4,829,200 4,829,200

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

平成23年８月７日

株式会社東葛ホールディングス

取締役会　御中

　 山本公認会計士事務所 　

　 公認会計士 山本　英男　　印

　 小林祥郎公認会計士事務所 　

　 公認会計士 小林　祥郎　　印

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

私たちは、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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